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（１）行政経費及び独立行政法人経費
３年度 ４年度 ３年度

予算額 予算額 倍　 率 補正予算額 倍　率

(Ａ) (Ｂ) (Ｂ／Ａ) (Ｃ) (Ｄ／Ａ)

１. 7,991 7,787 0.97 941 8,727 1.09

(1) 640 684 1.07 130 814 1.27

① 海事産業の最先端技術の開発促進 321 290 0.91 － 290 0.91

② デジタル改革によるＤＸ造船所の実現 － 150 皆増 － 150 皆増

③ 船舶産業におけるサプライチェーンの最適化 238 101 0.42 100 201 0.84

④ 自動運航船の実用化に向けた環境整備 4 58 13.62 － 58 13.62

⑤ 内航海運の生産性向上・船員の働き方改革の推進 40 41 1.03 30 71 1.78

(2) 102 73 0.72 393 466 4.57

① ガス燃料船の競争力強化（燃料タンクの内製化を通じた供給体制整備） － 1 皆増 260 260 皆増

② 内航カーボンニュートラルの実現に向けた環境整備 － － － 40 40 皆増

③ 洋上風力発電施設のコスト低減・導入拡大に向けた環境整備 － 35 皆増 40 75 皆増

④ 船舶からの温室効果ガス排出ゼロの実現に向けた国際戦略の推進 34 35 1.05 － 35 1.05

(3) 7,249 7,030 0.97 418 7,448 1.03

① 独立行政法人海技教育機構経費 6,980 6,795 0.97 418 7,213 1.03

② 船員の確保・育成体制の強化 115 91 0.79 － 91 0.79

③ 造船業における人材の確保・育成 92 73 0.80 － 73 0.80

２. 724 670 0.93 162 833 1.15

(1) 31 31 1.00 － 31 1.00

(2) 543 554 1.02 162 716 1.32

３. 439 443 1.01 － 443 1.01

9,154 8,900 0.97 1,103 10,003 1.09

※ 上記経費のうち、システム関係経費については、デジタル庁一括計上となる。

（２）関連事項（総合政策局・観光庁一括計上）

 

３年度
（Ａ）

４年度
（Ｂ）

対前年度
倍率

(Ｂ／Ａ)

３年度
（Ａ）

４年度
（Ｂ）

対前年度
倍率

(Ｂ／Ａ)

32,000 24,400 0.76 75,972 65,124 0.86

検査・監査等の適正な執行

その他（海事振興等）

マラッカ・シンガポール海峡等航行安全対策

（単位：百万円）

区　　　　　分

４年度予算額
＋

３年度補正
(Ｄ＝Ｂ＋Ｃ)

安定的な海上輸送の確保に向けた我が国海事産業の競争力強化

＜主要事項＞

海事産業強化法の施行による国際競争力強化・生産性向上

海事分野のカーボンニュートラル推進

海事人材の確保・育成

総合的な海上安全対策等の推進

＜主要事項＞

予算額 207億円の内数(当初)

予算額 285億円の内数(補正)

予算額 128億円の内数(当初・補正)

予算額  51億円の内数(当初)

〇  離島航路の確保維持による地域の活性化（地域公共交通確保維持改善事業）

〇  地域のくらしを創るサステイナブルな地域公共交通等の実現等

〇  海事観光の推進

〇  （国研）海上・港湾・航空技術研究所経費

一般会計　　合　計 

　　　

財政投融資 自己資金等との合計

（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構（海事勘定）

（３）財政投融資計画総括表 （単位：百万円）

海事局予算総括表（令和３年度補正予算・令和４年度当初予算）

資金内訳

区 分
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海事産業強化法（令和３年５月 14 日成立、５月 21 日公布） 

海事分野のカーボンニュートラルについて 
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海事産業強化法の施行による国際競争力強化・生産性向上 

 

 
 

 

 

（１）海事産業の最先端技術の開発促進 

予算額 ２９０百万円（前年度 ３２１百万円） 

次世代船舶をめぐる熾烈な国際開発競争や内航海運の労働環境改善といった海事分野の喫緊の課

題に対処すべく、造船所や舶用事業者が他産業とも連携して行う次世代技術開発を支援する。これに

より、トップランナーを中核として他産業を含めた連携を促進しつつ、①自動運航船、②ゼロエミッション

船、③内航船近代化を実現するための技術・システムを開発し、我が国海事産業の国際競争力と船舶

輸送能力の強化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．安定的な海上輸送の確保に向けた我が国海事産業の競争力強化 

 
造船法に基づく「事業基盤強化計画」の策定を前提とした 

技術開発を支援（１／２以内補助） 

 
喫緊の課題 

○ 次世代船舶の熾烈な国際開発競争 

    

 

 

 

 

○ 内航海運の労働環境改善 

（自動運航船） （ゼロエミッション船） 

●技術開発による国際競争力の強化 

 

●経済活動の根幹となる船舶輸送能力の強化 

 

○ ITなど他産業を含めた連携を推進 

高度化する 

船舶システム

全体を設計 

システムインテグレータの育成 

荷役作業の機械化、離着桟の支援 

 

新燃料貯蔵・供給・燃焼システム 

○陸上からの操船や高度なＡＩ等による行動提案で 

船員をサポートする技術の開発 

○判断に必要な情報を視覚的に提示する技術の開発 

○陸上からの船上機器の直接操作を可能とする技術の開発 

自動運航船 

ゼロエミッション船 

内航船近代化 

○水素やアンモニア燃料を用いたエンジンの燃焼技術

や燃料噴射技術の開発 

○燃料供給システムに関する技術の開発 

○ヒューマンエラーの低減、船員の長時間労働・時間外

労働の軽減等を実現する技術の開発 

（係船作業や荷役業務の支援システムの開発等） 

 
事業イメージ 
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（２）デジタル改革によるＤＸ造船所の実現 

予算額 １５０百万円（新規） 

開発・設計、建造から運航・メンテナンスまで船舶のライフサイクル全体を効率化する「ＤＸ造船所」へ

とビジネスモデルの転換を促すため、造船所における実証を実施する。実証の結果は造船業界全体で

共有し、生産性の向上、国際競争力の強化につなげる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これまでバラバラに行われていた船型開発・設計、建造、運航・メンテナンスに係る各種シス

テムを連携させ、造船所と実運航する船舶とのクラウドを通じたデータ連携、デジタル空間上で

のシミュレーションの実施等により、船舶のライフサイクル全体を通した効率化を実現する。 

 

 

 ●我が国造船業の抜本的生産性向上 ●国際競争力の強化 

DX 造船所の実現に向けた課題 
 

〇各工程毎に部分最適化されたシステムが存在

するため、工程間のデータ連携を阻害  

 

〇運航後の船舶から収集した各種情報を分析・

整理する手段が未確立   等 

 

DX 造船所の実現に向けた取組み 

 

〇業務・製造プロセスに係るデータについて全工

程を一気通貫するデータ連携を行い、各工程の

全体最適化を実現 

〇運航情報や機器稼働情報を解析する手段を 

確立し、高性能・効率的な船型開発・設計を実現 

 

〇売り切り型から脱却し、予防保全・最適メンテナ

ンス等を行うビジネスモデルを実現    等  

複数の船舶の情報を活用した、より安全・高性能 
なライフサイクル価値の高い船舶の開発 

 
船舶の高性能化と建造 
の効率化を両立 

 
工程間の情報連携により 
仕様変更への対応力を強化 
 

 
運航中の各種情報を収集・分
析し、予防保全や最適メンテ
ナンスを実施  

３Ｄ設計データ等 

を一貫して活用 

３Ｄ設計データ等 
を一貫して活用 

運航情報、機器稼働情報、周辺情報 

省エネ運航支援、適切なメンテナンス情報、安全・海象情報 
クラウド 

【船型開発・設計】 【建造】 【運航・メンテナンス】 

実運航する船舶とのデータ連携 

■ DX 造船所のコンセプト 
 

３Ｄ設計データ等 

を一貫して活用 
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（３）船舶産業におけるサプライチェーンの最適化 

予算額 ２０１百万円（前年度 ２３８百万円） 

（当初予算額 １０１百万円、補正予算額 １００百万円） 

我が国船舶産業全体の生産性の向上、国際競争力の強化を目的として、造船事業者間の連携・協業

や造船・舶用業界の垣根を越えたサプライチェーン全体での造船プロセスの最適化を推進すべく、事業

者間のシステム連携等を実施し、その効果を検証する。効果検証の結果は造船業界全体で共有し、生

産性の向上、国際競争力の強化につなげる。 

 

  
■ 事業イメージ 

 ● 我が国船舶産業全体の生産性向上 ● 国際競争力の強化 

本事業で得られた知見を業界全体へ共有し、 
サプライチェーン全体の最適化に向けた事業者の取組を促進 
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ヒューマンエラーに起因する海難事故の減少、我が国海事産業の国際競争力強化等を目的として、

国際海事機関（IMO）での自動運航船に係る国際基準の策定に向けた議論を我が国が主導するための

調査や、関係法令見直しに向けた調査等を実施し、自動運航船の実用化に向けた環境整備を行う。 

  

（４）自動運航船の実用化に向けた環境整備 

予算額 ５８百万円（前年度 ４百万円） 
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（５）内航海運の生産性向上・船員の働き方改革の推進 

予算額 ７１百万円（前年度 ４０百万円） 

（当初予算額 ４１百万円、補正予算額 ３０百万円） 

内航海運暫定措置事業（内航船の供給に関する規制）の終了（令和３年８月）や内航船員の高齢化の

現状も踏まえ、内航海運の生産性向上・船員の働き方改革を一体的に推進する。 

 

＜内航海運＞ 

■ ９９.７％が中小企業である内航海運業界は、投資余力に乏しいため、働き方改革やカーボンニュー

トラルの実現といった事業環境変化への対応が求められる中でも、思い切った経営改革に踏み出

すことが困難。 

■ 内航海運暫定措置事業が終了し、事業者間の競争が激化する中、上記のような事業環境の変化に

対応しつつ、内航海運の安定輸送を確保するためには、それぞれの事業者が生産性の向上を図り、

「稼げる内航海運」へ変革していくことが必要。 

＜船員＞ 

■ 内航船員は高齢化が顕著であり、若手船員の割合は増加傾向にあるものの、特殊な労働環境等を

要因として定着率が低い状況にあるため、労務管理の適正化など「働き方改革」の推進により労働

環境を改善し、魅力ある職場とすることが必要。  

■ 特殊な環境で働く船員は、陸上労働者と比べ疾病の発生率が高い上、健康に不安を感じやすい高

齢の船員も多いことから、意欲ある人材が長く働き続けるためには、船員の健康にも配慮した職場

環境の構築が必要。 

■  

○ 内航海運の生産性向上に向けたモデル事業の展開 

内航海運事業者の生産性向上を図り、「稼げる内航海運」への変革を促進するため、新技術の活用

や運航・経営効率化といった、内航海運の新たな事業モデルを実際に検証し、その成果を優良事例とし

て業界全体に共有する。 

【モデル事業の例（期待される生産性向上効果）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 課題 

 事業内容（イメージ） 
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○船員向け産業医の確保・育成への支援 

・船舶所有者が船員向け産業医の円滑な選任等で

活用できるよう、ガイドラインを作成する。 

・船員の産業医に対するニーズを地域別に調査

し、船員の産業医の確保・育成に活用する。 

○産業医による船内巡視等の適切な実施への支援 

・産業医による船内巡視や面接指導（Web 活用含

む）の円滑な実施のため、巡視の試行等を行い、

船内巡視等実施のための手順書を作成する。 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
○ 船員の働き方改革の推進 

海事産業強化法に基づき、今後、使用者に対し、労務管理責任者の選任が義務付けられることか

ら、陸上において一括してリモートで労務管理を行う同制度の円滑な導入と実効性の確保に必要な

環境の整備を行う。また、今後、船員の健康に係る特殊性に対応した船員向け産業医制度の導入を

予定していることから、その円滑な導入に向けて必要な環境整備を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

〇船員の労働時間管理のリモート化に向けた

実証 

・令和３年度に実施する「船員向け労働時間管

理システム」の基本設計に基づき、システム

の試作と実船による検証を行う。 

・労務管理コストの削減など同システムの利用

による具体的なメリットを示すことで、シス

テムの開発・利用促進を図る。 

 

 

 

 

「船員労働環境の改善」 「船員の健康確保」 

 
内航海運の生産性向上・船員の働き方改革を一体的に推進 
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海事分野のカーボンニュートラル推進 
 

 

 
（１）ガス燃料船の競争力強化 （燃料タンクの内製化を通じた供給体制整備） 

予算額 ２６０百万円（新規） 

（当初予算額 １百万円、補正予算額 ２６０百万円） 

海事分野の脱炭素化の実現に必要不可欠なLNG・アンモニア等を燃料とするガス燃料船の普及・

促進に向け、ガス燃料船の供給体制を整備し、我が国造船業の競争力強化を図る。 

＜2050年までの燃料消費量の予測＞ 

 

 

 

 

 

 

 現状・課題  

 ガス燃料船の燃料タンクを中国からの調達に依存している現状。これにより、納期面、コスト面

に課題が生じ、海事分野のカーボンニュートラル化にも弊害が生じるおそれ。 
 

（ガス燃料船の燃料タンクのイメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事業内容  

 燃料タンクの内製化を通じたガス燃料船の供給体制を整備するため、以下の事業を実施する。 

○ 我が国造船業のガス燃料タンクのコストダウンを実現するため、燃料タンクの仕様・形状の

標準化や燃料タンクの試作を通じた検査方法の確立・品質管理の高度化に向けた調査事業を

実施する。 

○ ガス燃料タンクの材料について、我が国独自の技術を活用した材料を使用可能とするため、

国際基準の改正に向けた調査事業を実施する。 
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（２）内航カーボンニュートラルの実現に向けた環境整備 

補正予算額 ４０百万円 

＜背景・課題＞ 
 
〇 地球温暖化対策計画に掲げられた２０３０年度の CO2 排出削減目標の達成と我が国の２０５０年カ

ーボンニュートラルへの貢献のため、「内航カーボンニュートラル推進に向けた検討会」を設置し、本

検討会のとりまとめにおいて、「内航カーボンニュートラル推進に向けた取組みの方向性」と「内航海

運の低・脱炭素化に向けたロードマップ」が示された。 
 
〇 今後、内航海運の低・脱炭素化を加速させていく必要があるが、内航海運は中小、零細企業が多く、

省エネ・省CO2技術・船舶への投資余力が乏しく、また、船舶のサイズや航行距離が多様であるなど

の特殊性があるため、内航海運の取組方策や、カーボンニュートラルに向けた更なる取組みについ

ての調査を実施し、内航事業者に対してその方策を示すことが必要。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜事業内容＞ 

投資余力が十分でない内航海運事業者が、連携型省エネ船（バッテリー等を組み合わせたハイブリ

ッド推進や陸上拠点と連携した運航支援設備の導入、荷主と連携した荷役・離着桟時間の短縮等により

更なる省エネ・省 CO2 を実現する船舶）等を就航させる場合における、より最適な手法を策定するため

の調査を実施する。 
 

 

 

＜内航海運の低・脱炭素化に向けたロードマップ＞ 

内航事業者の取組みを支援・後押しし、内航カーボンニュートラルを推進 
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（３）洋上風力発電施設のコスト低減・導入拡大に向けた環境整備 

予算額 ７５百万円（新規） 

（当初予算額 ３５百万円、補正予算額 ４０百万円） 

我が国の再生可能エネルギーの切り札と位置付けられる洋上風力発電の導入拡大に向けて、コ

ストの低減や国内サプライチェーンの形成が必要不可欠。このため、以下の事業に取り組む。 

①建造、設置、維持管理といったあらゆる段階で利用される作業船の国産化の推進 

②建造・設置コストの低減や効率的な検査の実施に必要な新技術に係るガイドライン作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

作業船の国産化に向けた調査検討 

新技術の適用に向けた安全設計手法の確立 

遠隔モニタリング等の新技

術を用いた効率的な検査に

よる低コスト化 遠隔モニタリングの導入等（係留チェーンの例） 

欧州仕様の作業船(CTV) 

 洋上風力発電の導入拡大 

海象の厳しい欧州仕様の 

機器・船舶が主流なのが現状 

現在はダイバーが 

係留チェーン等を検査 

 

洋上風力発電のコスト削減 

我が国海事産業の洋上風力産業への参入促進による強靱なサプライチェーンの形成 

浮体式洋上風力発電施設の遠隔モニタリングに関する技術の普及促進 

日本市場に合わせた仕様・

設計・搭載機器の 

標準化による国産化の 

推進・低コスト化 
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（４）船舶からの温室効果ガス排出ゼロの実現に向けた国際戦略の推進 

予算額 ３５百万円（前年度 ３４百万円） 

 

〇 ２０１８年４月、国際海事機関（IMO）において、国際海運に係る温室効果ガス（GHG）削減戦略が策

定され、今世紀中のできるだけ早期に GHG 排出ゼロとする等の削減目標が掲げられた。この GHG

削減目標について更なる深掘りを図るべく、２０２１年１１月の海洋環境保護委員会から見直しの議論

が開始されたところである。削減目標の達成及び更なる深掘りのためには、GHG を排出しないクリー

ンな船舶「ゼロエミッション船」の開発・導入・普及が必要不可欠となる。 

 

〇 このため、我が国として、省エネ技術に強みを持つ我が国海事産業の国際競争力強化を図るととも

に、国際的なゼロエミッション船の導入及びその後の普及を促進すべく、ゼロエミッション船の安全基

準や導入のインセンティブを与えるための経済的手法といった国際ルール・枠組みの策定を主導す

ることとし、必要となるデータ等に係る調査を実施する。 

 

＜IMO における GHG 削減目標の見直し＞ 
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海事人材の確保・育成  
 
（１） 独立行政法人海技教育機構経費 

予算額 ７，２１３百万円（前年度 ６，９８０百万円） 

（当初予算額 ６，７９５百万円、補正予算額 ４１８百万円） 

我が国の基幹的な船員養成機関である（独）海技教育機構（JMETS）において、ガス燃料船等の船舶

の技術革新の動向も踏まえつつ教育内容の高度化等を図り、学科教育と航海訓練を通じ、優秀な船員

の養成を着実に進める。また、海上実習を行う為の校内練習船について、時代のニーズに即応した高

度な海上実習の実施や地域の災害支援の貢献を目的として代船を建造する。 

 

＜船員養成実施体制＞ 

 
 

○教育内容の高度化 

 ・海上条件に左右されない訓練の実施（機関系技能訓練のための陸上センターの整備） 

   

 

 

 

 

 

 
 ・高度な海上実習の実施のための校内練習船の代船建造 

 

○防災・減災対策の推進 

校内練習船の代船建造は地域の災害対策支援にも貢献 

【清水校 かざはや】 

（練習船内）         （屋上デッキ） （外観） 
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内航船員就業ルート拡大支援事業 

  海上運送法に基づく認定を受けた日本

船舶・船員確保計画に従って、新人船員を

雇用して育成する事業者を支援。 

船員計画雇用促進事業 

社船実習中の様子 

  内航船員の就業ルートを拡大するため、官民が連

携して、海上技術学校等の船員の専門教育機関を卒

業していない者が短期間で海技資格を取得できる養

成課程（座学及び乗船実習）を構築しているところ。

この乗船実習のために社船（実習の場）を提供する

協力事業者に対し費用の一部を補助。 

一般教育機関出身者         : (甲板) 12 万円、(機関) 30 万円 

船員教育機関(JMETS 除く)出身者: (甲板)   4 万円、(機関)  8 万円 

（２） 船員の確保・育成体制の強化 

予算額 ９１百万円（前年度 １１５百万円） 

○ 内航船員の確保・育成 

内航船員全体に占める３０歳未満の若年船員の割合は近年増加傾向にあるものの、依然として５０

歳以上の船員が約半数を占めている状況にある。今後見込まれる高年齢船員の大量離職に備え、計

画的な新人船員の確保・育成を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 外航船員の確保・育成 

我が国の経済安全保障の観点から、計画的な外航日本人船員の確保・育成を図るとともに、我が国

外航海運の国際競争力強化や安定的な海上輸送の確保の観点から、優秀な外国人船員の養成を推

進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 離職者の再就職支援 

効率的・安定的な海上輸送の確保や若年世代への技能・知識の伝承を図るため、離職船員の雇用

を促進する。 

 

  

【事業スキーム】 

 
認定事業者 雇用・育成 新人船員 

雇用後の育成期間における費用を補助 

   外航船員を目指す若年者に対し、船社から即戦力として求められるキャリア形成を支援する
ための訓練（座学研修及び乗船訓練等）を官労使が連携して支援することとしており、国として座
学研修費用を補助。 

外航基幹職員養成事業 

優秀なアジア人船員の養成・確保 

航海科の研修を受ける教官 機関科の研修を受ける教官 

  優秀な外国人船員の養成・確保を図るため、我が国商船隊に船員を供給するアジア地域の

船員教育機関の教官に対する研修を我が国において実施。 

 離職を余儀なくされた船員に対し、失業等給

付の基本手当受給終了後の、再就職の促進及

び生活の安定を支援（給付金の給付）。 

船員離職者職業転換等給付金 

 離職船員の免許・資格のミスマッチ解消に

よる再就職促進を図るため、海技免許、危険

物等取扱責任者資格等を取得するための訓

練実施費用の一部を補助。 

技能訓練事業 
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（３） 造船業における人材の確保・育成 

予算額 ７３百万円（前年度 ９２百万円） 

造船業は、国内立地型の輸出産業及び裾野の広い労働集約型産業という特色を持ち、我が国経済

を支えるとともに、地域の雇用と経済を支える重要な産業。一方で、少子高齢化による人手不足や

世代交代による熟練工の減少、生産性向上に係る事業再編の進展など、造船業の担い手を取り巻く

環境は変化している。今後も、造船業の持続的な発展と地域経済・雇用の拡大のため、造船業を支

える技術者や現場技能工の確保・育成の取組みの推進が不可欠。 

 

○ 持続的な人材確保・育成体制 

・ インターンシップなど地域の教育機関と造船企業の連携を強化し、造船教育を後押しする取組

みや、造船工学教材、造船技能研修センター等の既存リソースを活用し、造船人材としてのキ

ャリアアップ等を図るための取組みを推進する。 

 

○ 外国人材の適正な受入れ 

 ・ 国内人材の確保や生産性向上の取組みを推進する一方で、なお不足が見込まれる労働力確保

のため、外国人造船就労者受入事業（特定活動）及び新たな外国人材の受入れ制度（特定技能

制度）により外国人材の受入れを実施しており、両制度の適切な実施のための措置（巡回指導

による監理等）を講ずる。 

 

取組 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

１．地域中小造船が連携した
インターンシップの推進

２．工業高校等の造船学科
向けの新教材の作成

３．造船教員の養成プログラ
ムの構築

４．造船教育修了者の入職・
定着方策等の調査

５．外国人材の活用

モデル事業
実施

成 果 の 普 及
（産学/地域による主体的な取組）

巡回指導、関係者による協議会の運営 等

ガイダンス
作成

新教材の
作成

カリキュラム
作成

研修の
実施・検証

調査・検討

取 組 内 容
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（１）マラッカ・シンガポール海峡等航行安全対策 

予算額 ３１百万円（前年度 ３１百万円） 

○ 目  的 

我が国への海上輸送路として極めて重要なマラッカ・シンガポール海峡の航行安全を確保するため、

我が国が主導的な役割を担って、沿岸国による航行援助施設の早急な代替整備や適切な維持管理を

支援する。 

○  内  容 

代替整備が完了していない航行援助施設についての現況調査を行い、調査結果を沿岸国に共有し、

優先して代替すべき施設を選定するとともに、沿岸国による航行援助施設の維持管理の適切な実施を

確保するための研修を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）検査・監査等の適正な執行 

予算額 ７１６百万円（前年度 ５４３百万円） 

（当初予算額 ５５４百万円、補正予算額 １６２百万円） 

 

安全・安心な海上交通を実現するため、船舶検査、運航労務監査、運輸安全マネジメント、ＰＳＣ（ポ

ートステートコントロール）等、ハード・ソフト両面についての効率的・効果的な業務執行を通じて、船舶

の安全対策を強化する。 

 

 

 
 

２．総合的な海上安全対策等の推進 

 

○海技士等国家試験の実施 

○海技免状等の発行、管理等の免許関係事務実

施体制の整備、海技システム更改 

○ＰＳＣの着実な実施 
○外国船舶監督官の効率的・効果的な業務執行の

ための研修の実施 

ＰＳＣ（ポートステートコントロール） 海技資格制度 

船舶検査等 運航労務監査 ・ 運輸安全マネジメント 

○船舶検査・測度の着実な実施 
○船舶検査官等の効率的・効果的な業務執行のた

めの研修の実施 
○放射性物質等の海上輸送の安全性向上 
○登録船級協会等の監査の実施 

○海事産業強化法による陸上での労務管理制度

の導入に対応した運航労務監査の着実な実施 
○運航労務監理官の効率的・効果的な業務執行の

ための研修の実施 
○海事分野の運輸安全マネジメント評価の実施 

航行援助施設の点検調査 沿岸国の維持管理能力向上 

施設の点検 

 

対象施設の代替 

 

座学研修  実地研修  

 沿岸国による航行援助施設の適切な代替整備・維持管理の実施 

海上輸送・船舶の安全性確保 ・ 安全・安心な海上交通の実現 
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（１） 海洋教育推進事業 

予算額 ６百万円（前年度 ８百万円） 

初等中等教育レベルにおいて効果的な海洋教育を実施するため、教員による授業を補完して、児童

生徒が自主学習、在宅学習に取り組むための分かりやすい教材を作成し、それらの普及を図る。 

○施策内容 

  ・既存の小学校学習指導案に応じたウェブ授業動画の作成・公開及び作成した動画の周知啓発。 

  ・教員及び保護者に対する研修、出前講座等の理解促進事業の実施。 

○事業イメージ 

 

 

 

 
 

 

  

 
 

 

（２） 海洋・海事への関心と理解促進に向けた取組み 

予算額 ７百万円（前年度 １０百万円） 

国民の「海離れ」傾向が深刻化する中、新型コロナウイルス収束後を見据えて、海への旅行や船旅

への関心を高めるべく、海事観光地等に係る情報を集約するとともに、現地で体験出来るマリンアクテ

ィビティや目的地までの旅客船航路、撮影出来る海の絶景など、様々な観光資源を組み合わせて情報

発信を行うとともに、旅行商品化を促進する。 

これにより、「海事観光」分野の認知向上や需要の獲得を図るとともに、国民が海や船に親しむ機会

の創出や海への関心の喚起、ひいては海事産業の認知度向上と将来的な人材確保につなげる。 

 
 

〇施策内容 

海事観光地や海事産業施設の一般公開等の情報及び当該目的地へのアクセス情報を WEB コン

テンツとして開発・公開、SNS も活用し継続的に情報を発信 
 

 

 

３．その他（海事振興等） 

ウェブ授業動画を海洋教育に活用 

学校で・・ 在宅で・・ 

自主学習(予習復習) 教員による授業の補完 

●現地アクティビティ情報との紐付けで付加価値を創出 

 観光地情報に現地で体験できるレジャーや事業所の一般公開等の情報

と組み合わせる事で需要を創出 

●アクセス情報の明確化による旅行計画の促進 

 離島や市街地から離れた観光地なども多いため、アクセス情報を明確に

することで旅行計画を支援 

海洋教育普及 

推進支援事業 

（ウェブ授業動画） 

 海事産業に対する 

理解促進事業 

（研修・出前講座等） 

内容検討 

(有識者委員会) 
制作 

内容確認 

(有識者委員会) 

完成 

公開 
周知 

事業実施 

(事業ごとでアンケートによるフォローアップ) 

 

海
洋
教
育
普
及 
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（１） 離島航路の確保維持による地域の活性化（地域公共交通確保維持改善事業） 

【関連施策（総合政策局）】 予算額 ２０７億円の内数（前年度 ２０６億円の内数） 

 

離島航路は、離島に暮らす住民にとって、日常生活における移動や生活必需品等の輸送のために

不可欠の交通手段であり、唯一かつ赤字の航路の確保・維持を図る。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地域のくらしを創るサステイナブルな地域公共交通等の実現等       
【関連施策（総合政策局）】補正予算額 ２８５億円の内数 

 

地域公共交通の安心なサービスの提供を図るため、以下の支援を実施。 

・コロナの影響を受けた既存補助航路の維持（欠損額増大に対する支援） 

・感染症対策による安心なサービスの提供に対する支援（感染症対策に要する経費、新たな取り組

みに係る実証運航に要する経費 等） 

・バリアフリー対策のためのウェブによる乗船券等の予約決済システムの導入等に対する支援 

 

 

 

 

４．関連事項 
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(３)国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所経費 

【関連施策（総合政策局）】 予算額 ５１億円の内数（前年度 ５２億円の内数） 

国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所の海事分野の研究機関である海上技術安全研究所

において海上輸送の安全確保、環境負荷低減、海洋開発の推進及び海上輸送を支える基盤的技術開

発等に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）海事観光の推進 

〇訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業   【関連施策（観光庁）】予算額 １２７億円の内数 

（当初予算額 ２７億円の内数、補正予算額 １００億円の内数） 

〇新たなインバウンド層の誘致のためのコンテンツ強化等  

【関連施策（観光庁）】予算額 ０．７億円の内数 

 

(５)船舶共有建造制度による代替建造の促進 

財政投融資計画予算額 ２４４億円（前年度 ３２０億円） 

（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構による低利・長期の資金供給等を通じて、内航貨物船や国内

旅客船に係る物流効率化、環境負荷低減等の諸課題に対応する環境にやさしく、経済的で、安全に配

慮した船舶等の建造を支援する。 

【制度の見直し】 

政策要件の上乗せ要件である「労働

環境改善船」の要件について、船員作

業負担軽減設備等に関する見直し

（対象及び選択肢の充実） 

-19-



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

（この冊子は、再生紙を使用しています。） 


